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in  recent  years,  construction  site  observational  system

(CSOS) supported  by  monltor:ng  and  data  processlng  system

has  become  vital  factor  for  cOnstruction  control。

The  purpose   of   CSoS   is   to  ensure   the  safty   and

quality  contrOl   and   further  to  make  c!ear   the  optimum

construction  meth9d   by  promptly  feeding  back  the  results

of  measurement  to  the  design.

But, there  are  few  eva!uation  methods  for  CSOS  because

it  is  difficu!t  to  analyze  the  effect  of  the  sysytem。

ln  this  paper,  one   of   the  useful  eva:uation  methods

based  on  Decision  Analysis  is  propOsed。

1、 こまじめに 計測データ活用方法と現場計測システムの評価方法

土木工事が複雑でかつ高度になつている今日、現  について考察することにする。

場における計測システムは施工管理をおこなう上で

不可欠となってきている。 2、 施工計画 。管理と現場計測システム

従来、現場計測システムは安全管理に主眼がおか   2、 1 工事の流れと施工計画 ◆管理

れてきたが、現場計韻1システム自体が複雑で高価と   土木工事の計画から完成までを、事業化決定 。発

なり、かつ得られるデータは多岐にわたるようにな  注 。着工 ・竣工の4時 点で区分できると、構想計画

って、安全管理以外への計測データの活用と過剰な  。設計 。計画 ・施工 。運営管理の5段 階に分けるこ

いし不十分な計測を排除することが要求されるよう  とができる。 (図-1、 参照)1)

になっている。そのため、計測データの活用方法や   このうちの施工段階では施工管理がおこなわれて

現場計測システムの評価方法が必要となつているが、 いるが、これを土木構造物の特徴を含めて概括すれ

現場計測システム自体にも多 くの課題があり、これ  ば、次のようになる。

らに関する検討は現在のところ不十分である。     すなわち土木構造物の生産管理 (施工管理)は 、

そこで本論文では、現場計測システムの現状を整  自然現象や自然生成物などに付随する危険の回避 (

理し、施工計画 ・管理との関連を明らかにしながら、 安全管理)や 、単品生産物それぞれの品質の確保 (

品質管理)、 自然現象を考慮した工期の確保と生産

* 正会員 工博 東京商船大学助教授       地における資機材の確保 (工程管理)、 生産地点で

の経営 (原価管理)な どである。
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そして施工計画とは、施工に先だって施工管理の

方法を定めるものであるが (着工前の施工計画)、

この一方施工後においても施工前に予想しえなかつ

た現象に対応するべく施工計画を立てなすことが多

い (施工中の施工計画)。

2、 2 施工管理と現場計測システム

現場計測システムとは、構造物の挙動と構造物の

周辺の状態 (″」、地盤)の 挙動を計測することで施

工管理に役立ようとするものであり、設計や施工計

画 (着工前)段 階で不明確だった事実が明らかにな

ったことを、速やかに設計ないし施工計画に反映さ

せ、経済的、技術的不合理性を避けようとする点で

重要な意味を持っている。 (図-2、 参照)

しかしながら、現場計測システムは施工時の安全

や構造物の品質確保の目的以外には、あまり使われ

なかつたものと判断できる。これは、工事担当者が

長年にわたる経験を基礎に施工計画を立案し、施エ

管理を進めてきたことと、工事発注時に工法および

仮設工法が指定されることが多いため、安全に支障

をきたす場合においてのみ設計変更がなされてきた

ことによる。

ところが、近年の施工技術の発達と環境問題など

により、複雑かつ高度な施工管理技術が要求される

ようになり、これによつて現場計測システムの本来

の役割である設計 0施工計画への反映が、重要視さ

れてきている。

3、 現場計測システムの課題

3、 1 計測データの施工計画 。管理への利用方

法の確立

現場計測システムの実態調査を見ると、計測の目

的には安全管理 (44.9χ)と ともに、品質 。工程 ◆

原価管理 (33.2%)も 多いが、計測の効果は当該工

事 (66。7χ)が 第一位であり、同時に他の工事 (13

.4%)や ノウハウの取得 (21.Oχ)は 少ない。これは、

計測データを安全管理以外の施工管理や、他の工事

へ利用するなど、計測データの活用が図られている

面もあるが、現状では安全管理に付随したものにす

ぎないことを示している。
2)3)

本来計測データは、多目的に効果的に用いるべき

ものである。このためには、施工計画 (着工前)段

苦瀬 :

構想計画→ 設 計 →施 工計画→ 施 工 →運営管理
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図-1 土木工事の流れと段階区分

[工程 。原価管理コ

と計測管理

階において、計測データの施工計画 (施工中)・ 施

工管理への利用や設計への利用についての検討が不

可欠であるが、その方法についての論議は少ない。

よって、計測データの利用方法を考察する必要が

ある。

3、 2 現場計測システムの評価方法の確立

上記と同じ調査において、計測データの精度につ

いては、充分 (86.0%)と しているものの、計測器

の故障率は高く (計測点数でみで3.6χ、最大は トン

ネルエ事の9。8χ)、 計測の頻度 (何時間ごとに計測

するか)は 同じ工種や計憑1対象においても一様な傾

向はない。また工事費に占める計測費用の割合は、

工種にかかわらず約2,Oχ(工事内容によつて1,Oχ～

8.0%に分布している)で あり、一般に計瀬1はコス ト

がかかるものと受け止められている。
4)

施工計画
変更

―-494-―



施i[計画 ・管理と現場計測システムの評価方法に関する基礎的研究

類似した条件下での類似した工事には、同じ様な

計測方法や計測頻度が適用されるべきであり、また
計測コストについては、これを高いと見るか否かは

計測によって得られる効果と比較して考えられるべ

きものであるが、このような検討はあまりなされな
い 。

これは、最適なシステムのあり方や現場計測シス

テムの評価方法が確立 していないことが原因と考え

られ、これについての検討が必要である。

4、 計測データの施工計画 ・管理への利用方法
4、 1 現場計測システムのデータの特徴

現場計測システムとは、前述したように構造物の

挙動を計測することで施工管理に役立ようとするも
のである。したがって、図-3の ように圧力やひず

みをセンサーで検出し、伝送 。収録 ・処理をへて応
力、変位などに変換し、これを管理値 。設計値 ◆予

測値と対比することで施工管理をおこなっている。

すなわち現場計測システムで得られるデータは、

技術管理用のデータ (例、応力、変位、等)で ある。
このように取り扱うデータから、原価、工程、品

質、安全の4つ の管理は、①経営管理用のデータ (

例、資材価格、施工日数)を 扱う経営管理 (原価、

工程)と 、②技術管理用のデータ (例、応力、変位

)を 扱う技術管理 (品質、安全)に 区分できる。

よつて、計測データの施工計画 ・管理の利用につ

いては、経営管理 (工程 。原価管理)と 技術管理 (

安全 0品質管理)の 二つについて考えていく必要が
ある。

施工計画デ ー タ

↓        ↑

1_■些■_1誉■怪彎二役警__.|

図-3 現場計測システムの構成

4、 2 計測データと経営管理 (工程 。原価管理)

現場計測システムから得られるデータは、技術管
理用のデータであるから、直接的に経営 (工程 ◆原

価)管 理に影響を与えることはない。影響を与える
のは、安全管理や品質管理上の対策として施工計画
や設計変更がおこなわれ、これにより工程計画や原

価計画の変更を必要とする場合である。  .

この一方、経営管理による施工計画変更が技術管
理に影響を与えることは、技術管理上の対策によっ

て工程計画が変更され、この変更によって更に別の

技術管理上の対策が必要となるような場合を除いて、

極めて稀である。

また、経営管理における出来形の計測 (ないし測

量)の ように、技術管理と同じ項目 (例、寸法)を

計測することも多いが、計根1精度、計測頻度、計測

点数などの面で大きな違いがあり、経営管理用のデ

ータと技術管理用のデータを共通して計測すること

は、極めて困難である。

よつて、計測データによる経営管理への影響は、

施工計画変更や設計変更の場合にのみ考慮すれば良
い 。

4、 3 技術管理に対する計測データの利用方法

計淑1データの技術管理への利用は、計測している

工事 (以下、当該工事とする)に 利用する場合と、

類似した他の工事 (以下、他工事とする)に 利用す

る場合がある。

(1) 当該工事への利用

当該工事への利用は、着工前の施工計画段階にお

ける種々の不確定な問題がある場合、もしくは施工

中に問題が生じた場合、施工中の計測データを分析
しながら、施工のみならず設計までも最適化を図ろ

うとするもので、いわゅる情報化施工である。

計測データを施工計画に反映させることは一般的
におこなわれており、むしろ問題は、計測データを

設計に如何にフィードバックさせるか、である。

これについては、得られた計測結果に合致するよ

うに設計バラメーターを逆解析して以後の設計に利

用する方法と、確率in3的立場から設計バラメーター

を再推定する方法があげられているが、いずれも土

質工学や地盤工学等の成果を応用することになる。5)

計測項 目
計Jl藁面格)
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(2)他 工事への利用

他工事への利用は、過去における類似した条件下

での工事の計測例を参考にしようするものである。

(図-4、 参照)

このためには、第一に計測データの構成と分類の

明示が必要である。一例として原価管理のデータが、

要素別、工種別の違いはあつたとしてもある程度体

系だてられているように、計韻Jデータについても体

系だてる必要がある。

第二に、計測データの収集が必要である。

第二に、工事施工条件の分類とランク付け、およ

びこれを用いた統計的な分析が必要である。これは、

原価管理における歩掛りの問題と似ている。つまり

一つの工事における実績歩掛 りは、その工事の最終

結果を予測するには非常に有効であるが、他の工事

の施工計画に利用するには、類似した数多くの工事

の実績歩掛りと合わせて統計的な分析をおこない 「

標準歩掛り」としなければならない。

これと同じく、計浪1データから当該工事における

予測値を導 くことは良くおこなわれているが、他の

工事への利用にあたっては、多くの類似した計測例

の統計的な分析が必要であろう。

このような分析があつて、初めて他の工事へのデ

ータの活用が可能となる。

設計上計画 」 施工
_時 間

A工 事

B工 事

h 
計測デー タの利用

設計  計画  施工

図-4 計測データの他工事への利用

5、 現場計測システムの評価方法

5、 1 評価方法の具備すべき条件

現場計測システムは、施工中の計測データを分析

しながら、施工のみならず設計までも最適化を図ろ

うとするものであるから、①計測データにもとづい

て挙動の予測、原因の分析が可能でこと、さらにこ

れにもとづく対策として、設計および計画の変更が

可能であること、②広い意味でコストダウンとなる

こと、の二点を満足していなければならない。

よって、現場計測システムの評価方法も、この二

点を備えたものでなければならない。6)

苦瀬:

5、 2 評価のための仮定と定式化

いま、ある現場で現場計測システムを導入する場

合としない場合を考え、いずれの場合も設計変更が

必要な場合と必要でない場合があるとする。これに

より、図-5の ように4つ のケースが想定できる。

そして単純化のために、以下の仮定をおく。

[仮定 1]現 場における費用の増加分 (DC)

は、現場計測システム導入による費用 (CM)、 設

計変更によって生 じる対策工事の費用 (CC)、 設

計変更にともない対策工事を必要とする確率 (p χy)

で表されると仮定する。

[仮定2]設 計変更によつて生じる対策工事の

費用 (CC)は 、現場計測システムの有無にかかわ

らず等しいと仮定する。

[仮定8]設 計変更にともない対策工事を必要

とする確率 (p χy)は 、現場計測システムの有無に

よって異なると仮定する。

というのは、施工中の構造物にある現象が生じた

とき、現場計測システムによつて構造物の挙動のメ

カニズムを把握している場合は、システムを導入せ

ずにメカニズムを把握できない場合に比べて、対策

工事をおこなう確率 (p xy)が 小さくなる (後出の

p mc≦p oc)と考えられるからである。

たとえば、ある構造物にある変位が生じたとき、

現場計根1システムを導入している場合は、変位の予

測も可能なため、対策工事をおこなうケースは、現

場計測システムを導入していない場合に比べて少な

いであろう。この両者の違いが、現場計測システム

の効果ということになる。これを確率で表現したも

のが仮定 3で ある。

以上の仮定 1～ 3よ り次式を得ることができる。

[費用の期待値コ [確率コ  [費 用コ

CC+CM

時 間

pttco C C+CM 対策工事あ り

対策工事あ り
計測システム

導入しない
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施工計画 ・管理と現場計測システムの評価方法に関する基礎的研究

DC=p χy(cc+cM)   (1)

現場における費用の増加分。

現場計測システムの費用

設計変更によって生 じる対策工事

の費用。

対策工事を必要とする確率。

このとき、添字χιまm,olこより計

測実施の有無を表し、添字yιまc,o

により対策工事の有無を表す。

また p mc+p mo=1.0、 p oc+p oo〓1.0、

p mc≦p oc、 である。

これにより、4つ のケースでの費用増はそれぞれ

D C = p  m c ( C C + c M )

D C〓 pmoo C M

D C = P o c e  c  c

D C = 0

となり、システムを導入する場合としない場合の費

用増の期待値は、(2)+(3)式、(4)+(5)式から、

D C m = p m c o  c c t t C M

D C o = p o c e  c c

ここで、D Cm:現 場計測システムを導入する場

合の、費用増の期待lLE。

D Co:現 場計測システムを導入しない

場合の、費用増の期待値。

となる。これによりD Cmと D Coを比較し、費用増

の小さいものを選択すれば良いことになる。よって、

選択の分岐点は、(6)式と(7)式を等しいとして、

CM=(p oc― p mc)。 Cc

∴ CC=
CM

(p oc― p mc)

となる。すなわち、図-6に おける二直線 (D Cm

とD Co)の 交点を分岐点とし、現場計測システム

を導入するか否かを、決定することができる。

分裏点  
対策工事費 〈CC)

図-6 現場計測システムの効果と現場費用の増加

5、 3 現場計測システムの評価方法

この方法を実際に適用する場合は、(9)式を変形
ここで、 DC

CM

CC

p χy

し、次式を用いればよい。

CM
∴

  cc =( p  o c―
p mc) (10)

(2)

(3)

(4)

(5)

すなわち、左辺において現場計測システムの費用
(CM)と 対策工事の費用 (CC)の 比をとり、右

辺の確率の差 (p oc―p mc)と比較する。ここで、

「(CM/CC)く (p oc―p mc)のときは、現場

計測システムを導入する。また、 (CM/CC)>

(p oc―p mc)のときは、現場計測システムを導入

しない。」、と意志決定することになる。

たとえば、p o9=1・0(シ ステムを導入しない場

合は必ず対策工事を必要とする)、 p mc=0.5と想

定できるとすると、(10)式は、

(CM/CC)= o.5 (H)

となり、現場計減1システムの費用 (CM)が 、対策

工事費 (CC)の 半分以下であれば、現場計測シス

テムを導入すべきとな
iる

。またp oc=0。7で p mc=

0,4の ときは、現場計測システムの費用 (CM)が

対策工事費 (CC)の 3割 以下のとき導入となる。

5、 4 評価方法の拡張と一般化

評価方法の一般化のために、次の仮定を追加する。

[仮定4](仮 定2の 拡張)工 事の内容によっ

ては、対策工事費 (CC)が 、現場計測システムの

有無によって異なる場合がある。つまり現場計洒1シ

ステムが導入されていない場合は、より安全率が高

く費用も高い対策工事をおこなうことがある。

この場合、添字mと 。を用いて、対策工事費をそ

れぞれC Cmと C Coと し、両者の費用の違いを比

で示しえるとして、次式のように仮定する。

CCm=aecc。  (0≦ a≦ 1,0) (12)

[仮定 5]現 場計測システムの導入の有無にか

かわらず、着工前に対策工事 (費用CI)を おこな

ことがある。この場合現場計測システムの導入が決

定されていなければ、導入される場合 (費用C Im)

に比べて、より安全率が高く費用も高い着工前の対

策工事 (C lo)を おこなうことが考えられる。こ

の両者の費用の違いも、次式のように仮定する。

C Im〓 bocI。  (0≦ b≦ LO)(13)

ここで、CI:着 工前の対策工事費

( 6 )

( 7 )

( 8 )

( 9 )

CM

D Cn=Pnco cc+CM
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この仮定4と 5に より、(6)式 と(7)式 は、

d cm=c lm+pmco C Cm+CM

d co=C lo+poco C Co

吉瀬:

(2) 設計変更により工員の減少する場合

現場計測システムの導入にともなう設計変更によ

り工費の減少が予想される場合は、CC(設 計変更

によって生じる対策工事の費用=損 失)を 、工費の

減少分 (負=利 益)と すればよい。これにより、先

と同じく図-8の ように分岐点が得られる。

6、 おわりに

以上のように本論文では、現場計測システムにつ

いて、次の二つのことが提案できた。

第一は、現場計測システムによって得られる計淑1

データ活用のために、計測データの構成と分類 。計

測データの収集 ・施工条件の分類にもとづく統計的

な分析という手順、である。第二は、現場計測シス

テムの導入の意志決定に関する評価方法、である。

このいずれも現場計測システムの発展には必要不

可決の課題であるが、提案 した内容は基礎的な範囲

にとどまつている。

しかしながら、現場計測システムの導入に関する

評価方法は、実用に供しえるものと考えている。

なお本論文をまとめるにあたって、現場計測シス

テムのあり方やその評価方法と定式化に関する数多

くの議論を通じて、有益な助言と数多くの示唆をい

ただいた石原哲哉氏 (日本国土開発脚技術研究所)

に、心より感謝いたします。

また日頃の研究活動を通 じて多くの示唆をいただ

いている、土木学会建設マネジメン ト委員会の現場

計淑1システム小委員会、および同委員会の現状調査

ワーキンググループの各位に、謝意を表します。
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(14)

(15)

となり、両式を等しいとおいて、(12)式と(13)式を

用いて変形すると、

boC Io+a・ pmce c c。+CM

=C lo+poce c Co

∴ CM= (p oc― a o pmc)。C Co

+(1.0-b)。 C Io(16)

が得られる。この式が一般式といえるものである。

この式で、CMく (右辺)の ときにおいて、現場

計測システムを導入すればよい。

なお、a=1.0(つ まり、(13)式でC Cm=C Co)

で、かつb=1.0(つ まり、(14)式でC Im=C Io)

のとき、(16)式は (8)式と同じとなる。

5、 5 評価方法についての二 。二の追加

(1)複 数の現場計測システムの評価について

現場計測システム導入を検討する際に、複数の代

替案が比較される場合がある。この場合は、代替案

ごとにシステムの費用 (CM)と 設計変更の確率 (

p mc)を設定 し、代替案ごとに (6)式を算出するこ

とで、同様に評価できる。 (図-7、 参照)

C M2

CMI

分岐点 1  分岐点2

図-7 現場計測システムの代替案のある場合

図-8 現場計測システムの効果と現場費用の減少

↑
損
失
　
ＭＣ

D Cm2=P mc2・ CC+C M2

ι D Cml=Pmclo C C+CMl

対策工 事費 (CC)

対策工事責 くCC)

DCo=poco C C

D Cm=pmco CC+CM
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